
新旧対象表

新 旧

（別添）

国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）交付基準

（通則）

１ 国民健康保険法（昭和 33年法律第 192 号。以下「法」という。）第 72

条に基づく国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）（以下「交付金」

という。）については、予算の範囲内において交付するものとし、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政

令第 255 号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成 12年 11 月 24

日付け厚生省令労働省令第６号）の規定によるほかこの交付基準の定め

るところによる。

（交付の目的）

２ この交付金は、法第３条第１項に規定する市町村及び特別区（以下「保

険者」という。）に対し、保険者が設置する診療施設（「国民健康保険調

整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱」（昭和 53 年９月 29 日付け

厚生省発保第 73 号）２(２)の事業の対象となる地方独立行政法人が保

険者から承継した診療施設を含む。（以下「直営診療施設」という。）と

連携した国民健康保険総合保健施設（以下「総合保健施設」という。）

の整備、保健事業部門及び介護支援部門の運営に必要な費用を補助する

ことにより、国民健康保険の保健事業の一層の推進を図ることを目的と

する。

（定義）

３ この交付基準において次に掲げる用語の意義は、それぞれ定めるとこ

ろによるものとする。

(1) 国民健康保険総合保健施設（総合保健施設） 直営診療施設に併

（別添）

国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）交付基準

（通則）

１ 国民健康保険法（昭和 33年法律第 192 号。以下「法」という。）第 72

条に基づく国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）（以下「交付金」

という。）については、予算の範囲内において交付するものとし、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政

令第 255 号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成 12年 11 月 24

日付け厚生省令労働省令第６号）の規定によるほかこの交付基準の定め

るところによる。

（交付の目的）

２ この交付金は、法第３条第１項に規定する市町村及び特別区（以下「保

険者」という。）に対し、保険者が設置する診療施設又は「国民健康保

険調整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱」（昭和 53 年９月 29 日

付け厚生省発保第 73 号）２（２）の事業の対象となる地方独立行政法

人が保険者から承継した診療施設（以下これらを「国民健康保険診療施

設」と総称する。）と連携した国民健康保険総合保健施設（以下「総合

保健施設」という。）の整備、保健事業部門及び介護支援部門の運営に

必要な費用を補助することにより、国民健康保険の保健事業の一層の推

進を図ることを目的とする。

（定義）

３ この交付基準において次に掲げる用語の意義は、それぞれ定めるとこ

ろによるものとする。

(1) 国民健康保険総合保健施設（総合保健施設） 国民健康保険診療
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設又は隣接した施設であり、直営診療施設と一体となって保健・医

療・福祉サービスを総合的に行う拠点として、保健事業部門、介護支

援部門及び居宅サービス部門それぞれの機能を一体的に有するもの

をいう。

(2) 保健事業部門 ①に掲げる施設を有し、②に掲げる事業を行う

「健康管理センター」としての機能を有するものをいう。

① 施設内容

ア 管理部門：施設の運営管理に必要なスペース（例えば、事務室、

記録保存室等）

イ 保健指導部門：健康相談、保健指導、健康教育を行うために必

要なスペース（例えば、健康相談室、保健指導室等）

ウ 健康増進指導部門：栄養、運動等の生活指導を行うために必要

なスペース（例えば、栄養指導室、実習室、運動指導室等）

エ 検診部門：各種の検診を行うために必要なスペース（例えば、

診察室、検査室等）

オ 共通部分：会議室、資料展示室等

② 事業内容

ア 健康相談

イ 健康度の測定（体格、体力検査、栄養診断、医学的検査等）

ウ 健康増進のための生活処方の交付と実地指導

・保健栄養指導

・運動処方の交付と実地訓練指導

・レクリエーションの指導と実際活動

エ 健康管理及び健康増進思想の普及啓蒙

オ 個人の健康記録の管理

カ 保健師、栄養士、体育指導員の研修

キ 資料収集、その他

(3) 介護支援部門 介護保険法（平成９年法律第 123 号）に規定する

施設に併設又は隣接した施設であり、国民健康保険診療施設と一体と

なって保健・医療・福祉サービスを総合的に行う拠点として、保健事

業部門、介護支援部門及び居宅サービス部門それぞれの機能を一体的

に有するものをいう。

(2) 保健事業部門 ①に掲げる施設を有し、②に掲げる事業を行う

「健康管理センター」としての機能を有するものをいう。

① 施設内容

ア 管理部門：施設の運営管理に必要なスペース（例えば、事務室、

記録保存室等）

イ 保健指導部門：健康相談、保健指導、健康教育を行うために必

要なスペース（例えば、健康相談室、保健指導室等）

ウ 健康増進指導部門：栄養、運動等の生活指導を行うために必要

なスペース（例えば、栄養指導室、実習室、運動指導室等）

エ 検診部門：各種の検診を行うために必要なスペース（例えば、

診察室、検査室等）

オ 共通部分：会議室、資料展示室等

② 事業内容

ア 健康相談

イ 健康度の測定（体格、体力検査、栄養診断、医学的検査等）

ウ 健康増進のための生活処方の交付と実地指導

・保健栄養指導

・運動処方の交付と実地訓練指導

・レクリエーションの指導と実際活動

エ 健康管理及び健康増進思想の普及啓蒙

オ 個人の健康記録の管理

カ 保健師、栄養士、体育指導員の研修

キ 資料収集、その他

(3) 介護支援部門 介護保険法（平成９年法律第 123 号）に規定する
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地域包括支援センターの機能を有するもの又は「老人（在宅）介護支

援センターの運営について（平成 18 年３月 31 日付け老発第 0331003

号厚生労働省老健局長通知）」の４に規定する機能を有するものをい

う。

(4) 居宅サービス部門 介護保険法（平成９年法律第 123 号）に規定

する居宅サービスが提供できる機能を有するものをいう。

① 訪問介護 介護保険法に規定する「訪問介護サービス」の提供

を行える機能を有するものをいう。

② 訪問看護 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律

第 80 号）による「指定訪問看護」の事業が行える機能を有するも

のをいう。

③ 訪問リハビリテーション 介護保険法に規定する「訪問リハビ

リテーションサービス」の提供を行える機能を有するものをいう。

④ 通所介護 介護保険法に規定する「通所介護サービス」の提供

を行える機能を有するものをいう。

⑤ 通所リハビリテーション 介護保険法に規定する「通所リハビ

リテーションサービス」を行える機能を有するものをいう。

(5) 共同生活援助部門 介護保険法に規定する「認知症対応型共同生

活介護」の提供を行える機能を有するものをいう。

(6) 居住部門 「高齢者生活福祉センター運営事業の実施について」

の一部改正について（平成 13年５月 15日付け老発第 192 号厚生労働

省老健局長通知）別紙「生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）

運営事業実施要綱」による「高齢者生活福祉センター」の機能を有す

るものをいう。

（総合保健施設設置の要件）

４ 総合保健施設は、保健・医療・福祉サービスの拠点として 1保険者に

1 施設を設置するものであり、既に類似の機能を有する施設が設置され

地域包括支援センターの機能を有するもの又は「老人（在宅）介護支

援センターの運営について（平成 18 年３月 31 日付け老発第 0331003

号厚生労働省老健局長通知）」の４に規定する機能を有するものをい

う。

(4) 居宅サービス部門 介護保険法（平成９年法律第 123 号）に規定

する居宅サービスが提供できる機能を有するものをいう。

① 訪問介護 介護保険法に規定する「訪問介護サービス」の提供

を行える機能を有するものをいう。

② 訪問看護 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律

第 80 号）による「指定訪問看護」の事業が行える機能を有するも

のをいう。

③ 訪問リハビリテーション 介護保険法に規定する「訪問リハビ

リテーションサービス」の提供を行える機能を有するものをいう。

④ 通所介護 介護保険法に規定する「通所介護サービス」の提供

を行える機能を有するものをいう。

⑤ 通所リハビリテーション 介護保険法に規定する「通所リハビ

リテーションサービス」を行える機能を有するものをいう。

(5) 共同生活援助部門 介護保険法に規定する「認知症対応型共同生

活介護」の提供を行える機能を有するものをいう。

(6) 居住部門 「高齢者生活福祉センター運営事業の実施について」

の一部改正について（平成 13年５月 15日付け老発第 192 号厚生労働

省老健局長通知）別紙「生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）

運営事業実施要綱」による「高齢者生活福祉センター」の機能を有す

るものをいう。

（総合保健施設設置の要件）

４ 総合保健施設は、保健・医療・福祉サービスの拠点として 1保険者に

1 施設を設置するものであり、既に類似の機能を有する施設が設置され
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ており、総合保健施設設置の必要性が認められない場合にあっては、新

たな設置を行わないものとする。

なお、総合保健施設（保健事業部門の機能を有する施設を含む。）の

設置がなく、市町村保健センター（保健センターの機能を有する類似の

施設を含む。）が設置されている市町村において、次の場合は設置の必

要性が認められるものとする。

(1) 既存の市町村保健センターの施設が老朽化、狭 隘
きょうあい

なため十分な事

業が実施されていない又は機能していない場合

(2) 総合保健施設の設置に伴い既存の市町村保健センターを用途変更

又は廃止する場合

(3) 市町村保健センターの管轄する地域範囲と総合保健施設が保健事

業を行う地域範囲が重複しない場合

（対象事業）

５ この交付金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、直

営診療施設と一体となって保健事業を行う必要のある保険者が実施す

る次の事業とする。

(1) 総合保健施設の施設・設備整備事業

(2) 総合保健施設に併設して設置される共同生活援助部門及び居住部

門の施設・設備整備事業（総合保健施設の施設・設備整備事業と同時

に行うものに限る。）

(3) 総合保健施設における保健事業部門及び介護支援部門の運営事業

なお、上記(3)の交付基準は、別途通知される「国民健康保険の保健

事業に対する助成について」（国民健康保険課長通知）の健康管理セン

ターによる健康管理事業の規定に準ずるものとする。

（居宅サービスの種類）

６ 総合保健施設の居宅サービス部門は、次の中から選択するものとす

ており、総合保健施設設置の必要性が認められない場合にあっては、新

たな設置を行わないものとする。

なお、総合保健施設（保健事業部門の機能を有する施設を含む。）の

設置がなく、市町村保健センター（保健センターの機能を有する類似の

施設を含む。）が設置されている市町村において、次の場合は設置の必

要性が認められるものとする。

(1) 既存の市町村保健センターの施設が老朽化、狭 隘
きょうあい

なため十分な事

業が実施されていない又は機能していない場合

(2) 総合保健施設の設置に伴い既存の市町村保健センターを用途変更

又は廃止する場合

(3) 市町村保健センターの管轄する地域範囲と総合保健施設が保健事

業を行う地域範囲が重複しない場合

（対象事業）

５ この交付金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、国

民健康保険診療施設と一体となって保健事業を行う必要のある保険者

が実施する次の事業とする。

(1) 総合保健施設の施設・設備整備事業

(2) 総合保健施設に併設して設置される共同生活援助部門及び居住部

門の施設・設備整備事業（総合保健施設の施設・設備整備事業と同時

に行うものに限る。）

(3) 総合保健施設における保健事業部門及び介護支援部門の運営事業

なお、上記(3)の交付基準は、国民健康保険の保健事業に対する助成

について（平成 25年５月 15日付け保国発 0515 第５号）Ⅲ２(1)「健康

管理センターによる健康管理事業」の規定に準ずるものとする。

（居宅サービスの種類）

６ 総合保健施設の居宅サービス部門は、次の中から選択するものとす
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る。

(1) 訪問介護

(2) 訪問看護

(3) 訪問リハビリテーション

(4) 通所介護

(5) 通所リハビリテーション（訪問リハビリテーションを併設するもの

に限る。）

（居住部門の条件）

７ 居住部門には、通所介護の機能を併設しなければならないものとす

る。

（施設内容及び施設規模）

８ 各部門については、別表一に定める施設内容及び施設規模を有するも

のとし、居宅サービス部門及び共同生活援助部門については、それぞれ

次の基準を満たすものとする。

(1) 居宅サービス部門については、「指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準」（平成 11 年厚生省令第 37 号）の設備基

準

(2) 共同生活援助部門については、「指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18年厚生労働省令第 34号）

の設備基準

（交付額の算定方法等）

９ この交付金の交付額は、次により算出するものとし、その合計額が

100,000 円に満たない場合には、交付の決定を行わないものとする。

(1) 別表二の第１欄に定める種別ごとに、第２欄に定める基準額と第３

欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定す

る。

(1) 訪問介護

(2) 訪問看護

(3) 訪問リハビリテーション

(4) 通所介護

(5) 通所リハビリテーション（訪問リハビリテーションを併設するもの

に限る。）

（居住部門の条件）

７ 居住部門には、通所介護の機能を併設しなければならないものとす

る。

（施設内容及び施設規模）

８ 各部門については、別表一に定める施設内容及び施設規模を有するも

のとし、居宅サービス部門及び共同生活援助部門については、それぞれ

次の基準を満たすものとする。

(1) 居宅サービス部門については、「指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準」（平成 11 年厚生省令第 37 号）の設備基

準

(2) 共同生活援助部門については、「指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18年厚生労働省令第 34号）

の設備基準

（交付額の算定方法等）

９ この交付金の交付額は、次により算出するものとし、その合計額が

100,000 円に満たない場合には、交付の決定を行わないものとする。

(1) 別表二の第１欄に定める種別ごとに、第２欄に定める基準額と第３

欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定す
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るものとする。

(2) (1)で選定された額と当該事業に係る総事業費から寄附金その他の

収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付額とするもの

とする。

(3) 算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てるものとする。

（交付の条件）

10 この交付金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。

(1) 事業のうち、次のものを変更する場合には、様式１により申請し厚

生労働大臣の承認を受けなければならない。

① 建物の設置場所

② 建物の規模・用途若しくは構造（施設の機能を著しく変更しない

程度の軽微な変更を除く。）

③ ①及び②以外の事業内容の変更（軽微な変更を除く。）

(2) 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる

契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負

わせることを承諾してはならない。

(3) 事業を中止し又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けな

ければならない。

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。

(5) 当該事業年度の１月 15 日現在において未だ事業が完了していない

場合は、同日現在における事業遂行状況を同事業年度の１月末日まで

に様式２により厚生労働大臣に報告しなければならない。

(6) 事業により取得し又は効用の増加した不動産及びその建物並びに

事業により取得し又は効用の増加した価格が 50 万円以上の機械及び

るものとする。

(2) (1)で選定された額と当該事業に係る総事業費から寄附金その他の

収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付額とするもの

とする。

(3) 算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てるものとする。

（交付の条件）

10 この交付金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。

(1) 事業のうち、次のものを変更する場合には、様式１により申請し厚

生労働大臣の承認を受けなければならない。

① 建物の設置場所

② 建物の規模・用途若しくは構造（施設の機能を著しく変更しない

程度の軽微な変更を除く。）

③ ①及び②以外の事業内容の変更（軽微な変更を除く。）

(2) 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる

契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負

わせることを承諾してはならない。

(3) 事業を中止し又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けな

ければならない。

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。

(5) 当該事業年度の１月 15 日現在において未だ事業が完了していない

場合は、同日現在における事業遂行状況を同事業年度の１月末日まで

に様式２により厚生労働大臣に報告しなければならない。

(6) 事業により取得し又は効用の増加した不動産及びその建物並びに

事業により取得し又は効用の増加した価格が 50 万円以上の機械及び
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器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期

間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないでこの交付金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供し

てはならない。

(7) 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があ

った場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納入させることがあ

る。

(8) 事業により取得し又は効用の増加した財産については、事業完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運営を図らなければならない。

(9) 保険者は、交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにし

た調書（様式３）を作成し、これを事業完了後５年間保管しておかな

ければならない。

（手続等）

11 この交付基準に定めるものを除くほか、実施のために必要な手続等に

ついては別に定めるものとする。

附 則

（適用期日）

１ この交付基準は、平成 26年４月１日から適用する。

（総合保健施設の特例）

２ 直営診療施設に既に在宅介護支援センターが設置されており、直営診

療施設との連携が図られていると認められる場合にあっては、交付基準

３(1)の取扱については、既存の在宅介護支援センターをもって総合保

健施設の介護支援部門とみなすものとし、この場合において、交付基準

器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期

間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないでこの交付金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供し

てはならない。

(7) 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があ

った場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納入させることがあ

る。

(8) 事業により取得し又は効用の増加した財産については、事業完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運営を図らなければならない。

(9) 保険者は、交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにし

た調書（様式３）を作成し、これを事業完了後５年間保管しておかな

ければならない。

（手続等）

11 この交付基準に定めるものを除くほか、実施のために必要な手続等に

ついては別に定めるものとする。

附 則

（適用期日）

１ この交付基準は、平成２５年４月１日から適用する。

（総合保健施設の特例）

２ 国民健康保険診療施設に既に在宅介護支援センターが設置されてお

り、国民健康保険診療施設との連携が図られていると認められる場合に

あっては、交付基準３の(1)の取扱については、既存の在宅介護支援セ

ンターをもって総合保健施設の介護支援部門とみなすものとし、この場
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６に「次の中から選択」とあるのは「次の中から２以上選択」と読み替

えるものとする。

（施設整備費に係る基準額の特例）

３ 施設整備費（共同生活援助部門及び居住部門を除く。）であって、次

の条件に該当するものについて、別表二の第２欄に「別紙の各表に定め

る額」とあるのは、「別紙の各表に定める額＋交付対象経費（施設規模

の範囲内のものに限る。）から別紙の各表に定める額を控除した額の範

囲内で特に認めた額」（標準的な規模に基づく実勢単価で積算した額の

４分の３を限度）と読み替えるものとする。

なお、各区分ごとに算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合

には、これを切り捨てるものとする。

(1) 離島、へき地の特殊性により資材等経費が増加する場合

(2) 耐震計数が高く基礎工事に要する経費が増加する場合

(3) 立地条件が悪いことにより地盤補強等経費が増加する場合

(4) 豪雪地域等気候条件による経費が増加する場合

（施設整備費の対象事業の特例）

４ 交付基準５(1)については、当分の間、以下について対象事業に含め

るものとする。

療養病床の転換を目的とした施設の整備であって、高齢者の生活支援

施設として厚生労働大臣が認めるもの。なお、交付基準額は、転換病床

数を上限として、１床当たりの基準額を以下を上限として算出するもの

とする。

区 分 新 築 改 築 改 修

交付基準額（１床当たり） 2,960 千円 3,550 千円 1,480 千円

合において、交付基準６に「次の中から選択」とあるのは「次の中から

２以上選択」と読み替えるものとする。

（施設整備費に係る基準額の特例）

３ 施設整備費（共同生活援助部門及び居住部門を除く。）であって、次

の条件に該当するものについて、別表二の第２欄に「別紙の各表に定め

る額」とあるのは、「別紙の各表に定める額＋交付対象経費（施設規模

の範囲内のものに限る。）から別紙の各表に定める額を控除した額の範

囲内で特に認めた額」（標準的な規模に基づく実勢単価で積算した額の

４分の３を限度）と読み替えるものとする。

なお、各区分ごとに算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合

には、これを切り捨てるものとする。

(1) 離島、僻地の特殊性により資材等経費が増加する場合

(2) 耐震計数が高く基礎工事に要する経費が増加する場合

(3) 立地条件が悪いことにより地盤補強等経費が増加する場合

(4) 豪雪地域等気候条件による経費が増加する場合

（施設整備費の対象事業の特例）

４ 交付基準５の(1)については、当分の間、以下について対象事業に含

めるものとする。

療養病床の転換を目的とした施設の整備であって、高齢者の生活支

援施設として厚生労働大臣が認めるもの。なお、交付基準額は、転換

病床数を上限として、１床当たりの基準額を以下を上限として算出す

るものとする。

区 分 新 築 改 築 改 修

交付基準額（１床当たり） 2,700 千円 3,240 千円 1,350 千円
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（運営事業に係る経過措置）

５ この交付基準の適用以前に整備された「国民健康保険保健福祉総合施

設」及び「国民健康保険高齢者保健福祉支援センター」は、交付基準５

(3)の適用についてはこの交付基準により整備された「国民健康保険総

合保健施設」とみなすものとする。

（事前協議）

６ 交付基準３の介護支援部門、居宅サービス部門、共同生活援助部門及

び居住部門の整備については、施設整備計画の段階から市町村及び都道府

県の関係部署と協議を行うものとする。

（略）

別表一

別表二

様式

（運営事業に係る経過措置）

５ この交付基準の適用以前に整備された「国民健康保険保健福祉総合施

設」及び「国民健康保険高齢者保健福祉支援センター」は、交付基準５

の(3)の適用についてはこの交付基準により整備された「国民健康保険

総合保健施設」とみなすものとする。

（事前協議）

６ 交付基準３の介護支援部門、居宅サービス部門、共同生活援助部門及

び居住部門の整備については、施設整備計画の段階から市町村及び都道

府県の関係部署と協議を行うものとする。

（略）

別表一

別表二

様式
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別紙

国民健康保険総合保健施設の基準額

１ 施設整備費

(1) 保健事業部門

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

300 ㎡以上 350 ㎡未満 55,800 千円 53,200 千円 50,500 千円 47,800 千円

350 ㎡以上 400 ㎡未満 64,400 千円 61,400 千円 58,300 千円 55,200 千円

400 ㎡以上 450 ㎡未満 73,000 千円 69,500 千円 66,000 千円 62,600 千円

450 ㎡以上 500 ㎡未満 81,558 千円 77,700 千円 73,800 千円 69,900 千円

500 ㎡以上 550 ㎡未満 90,100 千円 85,900 千円 81,600 千円 77,300 千円

550 ㎡以上 600 ㎡未満 98,700 千円 94,100 千円 89,400 千円 84,600 千円

600 ㎡以上 650 ㎡未満 107,300 千円 102,300 千円 97,100 千円 92,000 千円

650 ㎡ 111,600 千円 106,300 千円 101,000 千円 95,700 千円

(2) 介護支援部門

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

70 ㎡以上 80 ㎡未満 12,900 千円 12,300 千円 11,700 千円 11,000 千円

80 ㎡以上 84.4 ㎡未満 14,100 千円 13,400 千円 12,800 千円 12,100 千円

84.4 ㎡ 14,500 千円 13,800 千円 13,100 千円 12,400 千円

(3) 居宅サービス部門

① 訪問介護・訪問看護・訪問リハビリテーション

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

20 ㎡以上 25 ㎡未満 3,900 千円 3,700 千円 3,500 千円 3,300 千円

25 ㎡以上 30 ㎡未満 4,700 千円 4,500 千円 4,300 千円 4,000 千円

30 ㎡以上 35 ㎡未満 5,600 千円 5,300 千円 5,100 千円 4,800 千円

35 ㎡以上 40 ㎡未満 6,400 千円 6,100 千円 5,800 千円 5,500 千円

40 ㎡以上 42.78㎡未満 7,100 千円 6,800 千円 6,400 千円 6,100 千円

42.78 ㎡ 7,300 千円 7,000 千円 6,600 千円 6,300 千円

② 通所介護

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

165 ㎡以上 200 ㎡未満 31,300 千円 29,900 千円 28,400 千円 26,900 千円

200 ㎡以上 250 ㎡未満 38,600 千円 36,800 千円 35,000 千円 33,100 千円

250 ㎡以上 300 ㎡未満 47,200 千円 45,000 千円 42,700 千円 40,500 千円

300 ㎡以上 340 ㎡未満 54,900 千円 52,400 千円 49,700 千円 47,100 千円

340 ㎡ 58,400 千円 55,600 千円 52,800 千円 50,000 千円

③ 通所リハビリテーション

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

45 ㎡以上 60 ㎡未満 9,000 千円 8,600 千円 8,200 千円 7,700 千円

60 ㎡以上 70 ㎡未満 11,200 千円 10,600 千円 10,100 千円 9,600 千円

70 ㎡以上 80 ㎡未満 12,900 千円 12,300 千円 11,700 千円 11,000 千円

80 ㎡以上 90 ㎡未満 14,600 千円 13,900 千円 13,200 千円 12,500 千円

90 ㎡以上 100 ㎡未満 16,300 千円 15,500 千円 14,800 千円 14,000 千円

100 ㎡ 17,200 千円 16,400 千円 15,500 千円 14,700 千円

別紙

国民健康保険総合保健施設の基準額

１ 施設整備費

(1) 保健事業部門

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

300 ㎡以上 350 ㎡未満 61,100 千円 58,200 千円 55,300 千円 52,400 千円

350 ㎡以上 400 ㎡未満 70,500 千円 67,200 千円 63,800 千円 60,500 千円

400 ㎡以上 450 ㎡未満 79,900 千円 76,100 千円 72,300 千円 68,500 千円

450 ㎡以上 500 ㎡未満 89,300 千円 85,100 千円 80,800 千円 76,600 千円

500 ㎡以上 550 ㎡未満 98,800 千円 94,000 千円 89,300 千円 84,600 千円

550 ㎡以上 600 ㎡未満 108,200 千円 103,000 千円 97,800 千円 92,700 千円

600 ㎡以上 650 ㎡未満 117,600 千円 111,900 千円 106,300 千円 100,800 千円

650 ㎡ 122,300 千円 116,400 千円 110,600 千円 104,800 千円

(2) 介護支援部門

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

70 ㎡以上 80 ㎡未満 14,100 千円 13,400 千円 12,800 千円 12,100 千円

80 ㎡以上 84.4 ㎡未満 15,500 千円 14,700 千円 14,000 千円 13,300 千円

84.4 ㎡ 15,900 千円 15,100 千円 14,400 千円 13,600 千円

(3) 居宅サービス部門

① 訪問介護・訪問看護・訪問リハビリテーション

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

20 ㎡以上 25 ㎡未満 4,200 千円 4,000 千円 3,800 千円 3,600 千円

25 ㎡以上 30 ㎡未満 5,200 千円 4,900 千円 4,700 千円 4,400 千円

30 ㎡以上 35 ㎡未満 6,100 千円 5,800 千円 5,500 千円 5,200 千円

35 ㎡以上 40 ㎡未満 7,100 千円 6,700 千円 6,400 千円 6,000 千円

40 ㎡以上 42.78㎡未満 7,800 千円 7,400 千円 7,000 千円 6,700 千円

42.78 ㎡ 8,000 千円 7,700 千円 7,300 千円 6,900 千円

② 通所介護

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

165 ㎡以上 200 ㎡未満 34,300 千円 32,700 千円 31,000 千円 29,400 千円

200 ㎡以上 250 ㎡未満 42,300 千円 40,300 千円 38,300 千円 36,300 千円

250 ㎡以上 300 ㎡未満 51,700 千円 49,300 千円 46,800 千円 44,300 千円

300 ㎡以上 340 ㎡未満 60,200 千円 57,300 千円 54,400 千円 51,600 千円

340 ㎡ 64,000 千円 60,900 千円 57,800 千円 54,800 千円

③ 通所リハビリテーション

施 設 規 模
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

45 ㎡以上 60 ㎡未満 9,900 千円 9,400 千円 8,900 千円 8,500 千円

60 ㎡以上 70 ㎡未満 12,200 千円 11,600 千円 11,100 千円 10,500 千円

70 ㎡以上 80 ㎡未満 14,100 千円 13,400 千円 12,800 千円 12,100 千円

80 ㎡以上 90 ㎡未満 16,000 千円 15,200 千円 14,500 千円 13,700 千円

90 ㎡以上 100 ㎡未満 17,900 千円 17,000 千円 16,200 千円 15,300 千円

100 ㎡ 18,800 千円 17,900 千円 17,000 千円 16,100 千円



新旧対象表

新 旧

(4) 共同生活援助部門

施 設 規 模 交 付 基 準 額

利用定員５人 29,000 千円

利用定員６人 31,000 千円

利用定員７人 33,000 千円

利用定員８人 35,000 千円

利用定員９人 37,000 千円

(5) 居住部門

区 分
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

利用定員１人当たり 6,400 千円 6,100 千円 5,800 千円 5,500 千円

２ 設備整備費

(1) 居宅サービス部門

① 通所介護

区 分 交 付 基 準 額

基本事業

入浴

給食

3,500 千円

5,600 千円

1,100 千円

② 通所リハビリテーション

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 2,000 千円

(2) 共同生活援助部門

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 2,000 千円

(3) 居住部門

区 分 交 付 基 準 額

利用定員１人当たり 100 千円

３ 初度設備費

(1) 保健事業部門

① 初度設備の購入費

施 設 規 模 交 付 基 準 額

300 ㎡以上 350 ㎡未満 10,000 千円

350 ㎡以上 400 ㎡未満 12,000 千円

400 ㎡以上 450 ㎡未満 14,000 千円

450 ㎡以上 500 ㎡未満 16,000 千円

500 ㎡以上 550 ㎡未満 17,000 千円

550 ㎡以上 600 ㎡未満 19,000 千円

600 ㎡以上 650 ㎡未満 21,000 千円

650 ㎡以上 23,000 千円

(4) 共同生活援助部門

施 設 規 模 交 付 基 準 額

利用定員５人 32,000 千円

利用定員６人 34,000 千円

利用定員７人 36,000 千円

利用定員８人 38,000 千円

利用定員９人 41,000 千円

(5) 居住部門

区 分
交 付 基 準 額

Ａ地域 Ｂ地域 Ｃ地域 Ｄ地域

利用定員１人当たり 7,000 千円 6,700 千円 6,400 千円 6,000 千円

２ 設備整備費

(1) 居宅サービス部門

① 通所介護

区 分 交 付 基 準 額

基本事業

入浴

給食

3,600 千円

5,760 千円

1,130 千円

② 通所リハビリテーション

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 2,060 千円

(2) 共同生活援助部門

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 2,060 千円

(3) 居住部門

区 分 交 付 基 準 額

利用定員１人当たり 100 千円

３ 初度設備費

(1) 保健事業部門

① 初度設備の購入費

施 設 規 模 交 付 基 準 額

300 ㎡以上 350 ㎡未満 10,270 千円

350 ㎡以上 400 ㎡未満 12,340 千円

400 ㎡以上 450 ㎡未満 14,410 千円

450 ㎡以上 500 ㎡未満 16,440 千円

500 ㎡以上 550 ㎡未満 17,480 千円

550 ㎡以上 600 ㎡未満 19,550 千円

600 ㎡以上 650 ㎡未満 21,630 千円

650 ㎡以上 23,660 千円



新旧対象表

新 旧

② 健康データ等の管理に要する備品購入費

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 15,000 千円

(2) 介護支援部門

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 300 千円

(3) 居宅サービス部門

① 訪問介護

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 300 千円

② 訪問看護

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 2,250 千円

③ 訪問リハビリテーション

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 300 千円

○ 施設整備費交付基準額地域区分

地 域 区 分 都 道 府 県 名

Ａ 地 域
青森県、岩手県、福島県、東京都、富山県、山梨県、

長野県、沖縄県

Ｂ 地 域

北海道、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、神奈川県、

新潟県，石川県、岐阜県、静岡県、三重県、京都府、

大阪府、奈良県、鳥取県、広島県、熊本県、鹿児島県

Ｃ 地 域

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、福井県、愛知県、

滋賀県、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、山口県、

香川県、高知県、佐賀県、長崎県、宮崎県

Ｄ 地 域 徳島県、愛媛県、福岡県、大分県

注）特別豪雪地域に所在する場合における交付基準額（共同生活援助部門及

び居住部門を除く。）は、算定の基礎となる面積に 1.08 を乗じて得た面

積に対応するＡ地域の欄の額とする。

② 健康データ等の管理に要する備品購入費

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 15,430 千円

(2) 介護支援部門

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 310 千円

(3) 居宅サービス部門

① 訪問介護

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 310 千円

② 訪問看護

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 2,310 千円

③ 訪問リハビリテーション

区 分 交 付 基 準 額

１施設当たり 310 千円

○ 施設整備費交付基準額地域区分

地 域 区 分 都 道 府 県 名

Ａ 地 域
青森県、岩手県、福島県、東京都、富山県、山梨県、

長野県、沖縄県

Ｂ 地 域

北海道、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、神奈川県、

新潟県，石川県、岐阜県、静岡県、三重県、京都府、

大阪府、奈良県、鳥取県、広島県、熊本県、鹿児島県

Ｃ 地 域

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、福井県、愛知県、

滋賀県、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、山口県、

香川県、高知県、佐賀県、長崎県、宮崎県

Ｄ 地 域 徳島県、愛媛県、福岡県、大分県

注）特別豪雪地域に所在する場合における交付基準額（共同生活援助部門及

び居住部門を除く。）は、算定の基礎となる面積に 1.08 を乗じて得た面

積に対応するＡ地域の欄の額とする。


